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県立学校振興計画（案）に寄せられた意見と県の考え方 
  
 県立学校振興計画（案）について、令和４年 10 月 17 日（月）から同年 11 月 18 日（金）
までの期間でパブリック・コメントを実施したところ、128 名の方から延べ 143 通のメー
ルや手紙、ＦＡＸをいただきました。これらのメール等により寄せられた意見を、内容ご
とに分類し、下表にまとめました。 
 全体の意見数は 276 件あり、このうち振興計画に反映（修正または一部修正）したもの
は 61 件で、全体の 22.1％を占めています。 
 寄せられた意見と、それに対する県の考え方は、次ページ以降に記載しています。 
 なお、意見は、適宜集約・要約しています。 

 

修正 一部修正 原案のとおり その他
35 9 2 22 2
9 9
4 1 3
1 1
10 7 1 2
2 1 1
10 2 8
10 6 4
2 2
2 2
1 1
3 3
4 4
32 4 28

　四国中央 0
2 2
1 1
19 3 16
9 1 7 1
7 4 3
2 2
2 2
2 2
1 1
1 1
11 8 1 2
36 32 4
1 1
2 1 1
4 4
8 7 1
6 4 1 1
11 10 1
2 2
1 1

　八西
　西予

1 1

3 3
10 8 2
7 4 3
1 1
1 1

42 19

100% 27.9% 22.8% 27.2%

　計画全般

１　計画策定
２　適正規模
３　魅力化推進校
４　市町立への移管

11 公私比率
12 特別支援教育
13 特別支援学校
14 その他

５　入学定員
６　入試制度
７　学科・コース
８　通学
９　教職員定数
10 市町からの支援

分類 項目 意見数
県の考え方を示したもの 今後の参考

とするもの

５　南宇和高校

　宇和島
　南宇和

１　八幡浜高校

１　全般
２　宇和島南中等教育学校
３　宇和島水産高校
４　北宇和高校

　大洲
　喜多

３　大洲高校肱川分校
４　内子高校小田分校

　新居浜
２　新居浜市各校の魅力化

４　西条高校

５　その他

　松山
　伊予

　上浮穴

１　北条高校

５　西条農業高校

　西条

１　周桑地区３校
２　小松高校
３　丹原高校

６　その他
　今治
　越智

7561
22.1%

276

５　長浜高校

１　全般
２　今治北大三島分校

２　松山南砥部分校
３　松山商業高校
４　伊予高校

１　大洲高校・大洲農業高校
２　大洲農業高校

１　新居浜東高校
　※提出意見なし

合計
件数

割合

77 63

①

⑨

②

⑧

⑦

③

⑥

⑤

④
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案に対する意見と考え方 

No 寄せられた意見の要旨 県の考え方 

①-1 【計画全般】計画策定 

１ 

生徒数が減少傾向にあるのは、常日頃か
ら身近に感じている。学校の維持も危ぶ
まれていると思うが、他校との合併とな
ると、子どもたちの登下校等に支障をき
たしかねないので、学校の存続を希望す
る。 

【その他】 
本県の全日制県立高校等の生徒数は、こ
の 30 年余りの間に約３万人減少してい
るのに対し、学校は２校しか減少してお
らず、結果として学校の小規模化が進行
しています。小規模化が進むと、 
◯一部科目の授業の開設が困難になる 
◯部活動の数が制限され、学校行事の幅
も狭まる 

◯地域外の大規模校への進学者が増加
する 

◯学校活動で形成される人的ネットワ
ークの規模が小さくなる 

などが問題となり、これらを解決するた
めには、各地域に一定規模の学校設置が
必要となります。 
また、グローバル化や情報化が急速に進
展する中、社会や経済の変化を踏まえた
人材育成が求められるとともに、高校進
学率が 99％を超える状況下で、多様化す
る生徒の進路希望や能力・適性、興味・
関心等に対応できる学びの体制が必要
です。 
 今回の計画案は、こうした状況を踏ま
え、これから高校進学を目指す子どもた
ちに、よりよい教育環境を提供する目的
で策定したものです。 

２ 

少子化が進む現代において、統合・廃校
は仕方ないとある程度理解しているが、
ただ人数が少ないというだけで、統合や
廃校を決めているというようにしか見
えない。統廃合より、まずは魅力ある県
立高校づくりが大切。 

３ 
統合、廃校は仕方ないとある程度は認識
している。 

４ 
統廃合を進めるのは致し方ないし、やる
べき。 

５ 
県立高校の編成を変える理由には異議
なし。 

６ 

振興計画案に賛成であり、学校の統合や
科の再構築はやむを得ない。 

７ 

計画決定の期日を延期する可能性はあ
るか。このまま独裁政治のようなやり方
で計画を強行すれば、本当に愛媛に見切
りをつける人が増える。 

【一部修正】 
計画策定のスケジュールについては、策
定に着手した令和２年度に公表してお
り、令和４年度中に計画を決定すること
を県民の皆様にお約束しています。 

当初は、令和５年１月に計画決定する予
定でしたが、７月の計画案公表後、様々
な立場から多くのご意見をいただき、そ
の中には、 
〇学校の発展性に期待の持てる代案 
〇策定過程で重視し得なかった視点を
踏まえた修正案 

も寄せられたことから、計画をよりよい
ものにするため、決定時期を遅らせて、
それらの意見について教育委員会内で

検討するとともに、存続に向けた署名や
嘆願書等の提出があった５校関係の団
体から、教育委員が直接意見を聴く意見
聴取会を開催するなど、関係者の方々や
地元自治体との協議を継続してまいり
ました。 

８ 
なぜ、計画案発表から半年で計画の決定
と急がなければならないのか。 

９ 

説明会の意見、パブリック・コメントの
意見をアリバイにしてはいけない。さら
に１年間の検討期間を設け、多様なメン
バーを加え、公開で議論すべき。 

10 

今からでも検討の見直しは遅くは無い。
統廃合の時期が２・３年遅れても影響は
大きくない。 

11 

現状の人数から考えると、後期計画まで
延長しても大きな問題はないので、後期
の対象とすることはできないか。 

12 

今改革案を知ってスタートラインに立
った状態の高校当事者が、地域住民や行
政の支援を得て、今後の在り方について
考え、行動を起こせるよう何年間かの猶
予期間を設けるべき。 
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13 

これだけ反対意見が出ている現状を考
えると、もう少し、時間をかけてＯＢや
地域の方達との対話が必要である。一
度、この計画を白紙にすべき。 

協議の過程では、特に妥当性や有効性を
十分確認しながら、高校進学を目指す子
供たちに有益になると判断できるもの
については、できる限り取り入れながら
計画の修正を進めてきたところです。 
県教委としましては、少子化の進行が深
刻さを増す中、これから高校に入学して
くる子どもたちに魅力的な教育環境を
提供するためには、できる限り速やかに
県立学校の確固たる将来像を県民の皆
様にお示しする必要があると考え、令和
４年度中に計画を決定いたしました。 

14 

検討委員会や地域協議会で十分協議さ
れた計画案である。子どもにとって、何
が最適かという点を大人の責任におい
て判断している。地域・保護者として、
再編案に盛り込まれた魅力化への惜し
みない協力をお願いしたい。 

15 

県内各地で反対運動が起きているが、高
校再編は他県の取組を見ると、むしろ遅
すぎたと思っており、再編には賛成であ
る。 

16 

10年後の令和14年度の再編した姿を示
し、それに向けての前期計画（令和５年
度～令和９年度）を示すべき。 

【原案のとおり】 
前期計画の実施により、中学生の受験動
向が大きく変化する可能性があること
から、現段階で確かな後期計画案をお示
しすることは難しいと考えています。後
期計画については、前期計画の実施状況
等を勘案しながら、前期計画期間中の半
ば過ぎから検討を開始する予定です。 

17 

後期計画の概要も具体的に示すことで、
その内容に応じて対象となる市民や自
治体が対応できる時間的な余裕を得ら
れる。後期計画において想定される統廃
合について示すべき。 

18 

高等学校の統廃合案の発表は突然であ
った。県教育委員会は、２年前からホー
ムページに発表してきたというが、愛媛
新聞をはじめマスコミにて「高校統廃合
の検討に入る」などの報道が一切無かっ
たのはどういうことか。 

【その他】 
検討委員会・地域協議会については、開
催の都度、県のホームページに各種情報
を掲載したほか、各テレビ局や新聞社へ
プレスリリースを行って報道をお願い
するなど、広報に努めてまいりました。
これまでに、検討委員会の初会合や、地
域協議会の開催、検討委員による中間報
告など、節目ごとに、新聞等でも報道さ
れてきたところです。 

19 

令和２年の第１回検討委員会の協議内
容を読むと、「近隣や全国から生徒を募
集するためには、地元自治体や地域から
の支援が必要」とある。このとき、すぐ
に県から発信、助言をしていれば、県と
市町、地域住民、民間等と連携し協議す
ることで、もっと早く改善される可能性
はなかったのか。 

【その他】 
全国募集については、既に平成 31 年度
入試（平成 31 年３月）から実施してお
り、「市町（地域）との連携」は、その
当時に作成した全国募集の実施基準に
基づくものです。 
全国募集を行う前提として、全国の生
徒やその保護者を惹きつけるに足るレ
ベルでの、学校と地域の連携や特色あ
る教育活動が定着している必要があり
ます。 
これまでの学校や地域の取組により、
今年度の本県における全国募集生徒数
は 70 名（全国２位）の実績を上げてい
ますが、現に成果を上げている学校に
おいては、広報活動や住居、食事等に関
する地域からの支援・協力をいただき
ながら、全国募集に取り組んできてい
るところです。 
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20 

県立学校の再編は、小・中学校にも影響
がある。小・中学校との連携・情報共有
は行われているのか。 

【その他】 
振興計画案の策定に携わった県立学校
振興計画検討委員会には、県内の市町、
小・中学校及びＰＴＡの代表者が、また、
県内８地域に設置した地域協議会には、
県内２０市町の自治体、教育委員会、小・
中学校及び住民の代表者に参画いただ
くなど、小・中学校との連携・情報共有
を密に行ってきています。 

21 
計画を発表する前に、その計画を地域行
政・教育関係者・住民・児童生徒にオー
プンにして検討できなかったのか。 

【その他】 
計画策定に当たっては、各市町・教育委
員会、小・中・高校、住民の皆さんの代
表の方々による地域協議会で計画案を
策定した後、地域説明会やパブリック・
コメント、意見聴取会等を通して、計画
案に対する県民の皆様のご意見をいた
だき、これらを踏まえて、決定しました。 
地域協議会の会議は、率直な意見交換を行
うため、必要に応じて非公開としました
が、会議で出された意見や計画案策定の基
礎となるデータ等については、高校教育課
のホームページで公表しています。なお、
会議非公開の方針を踏まえ、個々の発言に
係る発言者のお名前は、非公開としていま
すので、ご理解ください。 

22 
計画案には全般的にエビデンスがない。
会議の議事録及び提出した資料を公開
し、議論の材料とすべき。 

23 

これだけ反対意見が出ていることをど
う感じているのか。誰がメンバーで、ど
のような発言をしたのか、議事録を開示
すべき。 

24 
少子化を理由に学校の閉鎖・縮小を目指
すことは、根本的に間違っている。経費
削減を主眼にした対策にしか見えない。 

【その他】 
振興計画は、生徒にとってよりよい教育
環境の実現を第一義に、県立学校等が社
会を支える人材の育成拠点としてその
役割を果たすために策定したものであ
り、経費削減や財政事情を勘案して策定
したものでは全くありません。 

25 

計画の実施により、知的人材の減少、社
会活動の衰退、若年層の人口流出等の悪
影響が懸念されるが、県の財政事情のみ
が忖度されている。 

26 

旧70市町村内唯一の学校の削減・集約は
地域の衰退を招きかねない。高知県が小
規模校に遠隔授業の配信を行っている
ように、小規模校を存続させるために何
ができるかといった視点から計画を見
直してほしい。 

【その他】 
本県では、現在、20市町のうち19市町に
全日制高校が設置されており、この状況
は、計画実施後も変わりません。これを旧
70 市町村で考えてみると、それぞれの旧
自治体で唯一の全日制高校について、前
期計画中に６校が募集停止となります
が、急速な少子化や、生徒の進学動向等を
踏まえると、旧70市町単位で学校を存続
させることは困難です。 
高知県は、本県の1.25 倍の面積がありま
すが、全日制県立高校はこの20年間で39
校から32校へ統合され、34市町村のうち
高校が設置されているのは半数の17市町
と、本県に先行して再編整備が進んでい
ます。高知県の遠隔授業は、こうした状況
の中、現存している小規模校が更なる危
機的状況となる中で学びの質をなんとか
維持するための対応と聞いており、本県
はまだそこまでの状況にはありません。 
なお、遠隔教育については、本県でも取組

27 

小規模校では開設科目が制限されると
あるが、授業ならオンライン方式があ
り、高知県の遠隔授業も何度となく話題
となっている。その上で、対面式の授業
が必要であれば、受講者が休み期間を利
用して、専門教員の在籍する高校に出向
き、スクーリングのような形式で一堂に
会すればよい。 
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を進めることとしており、今回の計画に
おいて、愛媛風早高校（仮称）に授業配信
機能を整備し、小規模校を支援すること
としています。 

28 

各学校の歩んできた歴史や今までの軌
跡などを考慮せず、たまたま近くに学校
があるからという理由で統合してしま
うのは、少々乱暴なのではないか。 

【その他】 
学校がなくなることについて、地域への
影響を心配される声や母校が消えるこ
とへの地域の方々や卒業生の皆様の寂
寥感は理解できるところです。 
しかし、今ここで手を打たなければ、近
い将来、地域内の学校が小規模校ばかり
になったり、複数校が同時に募集停止と
なったりするような事態も想定されま
す。これから高校進学を目指す子どもた
ちの将来を第一に考え、彼らのために、
魅力的で質の高い教育環境を提供でき
る「足腰の強い学校」を地域ごとに着実
に配置することこそ、私たちの最大の使
命であると考えています。 

29 

地理的な条件のみで、生徒の偏差値を全
く考えていない。偏差値も気にして統合
すべき。 

【その他】 
再編については、生徒の通学圏を考慮す
るほか、再編を通して学科やコースを拡
充し、学科横断的な学びや、多様な価値
観を持つ生徒との交流による視野の拡
大など、高い相乗効果が得られるよう、
計画を作成しています。 
また、学力には、「知識・技能」だけでな
く、「課題を解決するために必要な思考
力・判断力・表現力」や、「主体的に学習
に取り組む態度」など、様々な要素があ
り、それぞれの学校・学科では、教育内
容や生徒の進路ニーズ等に応じた学力
観で指導目標を定め、活動を行っていま
す。 
県内には、生徒間で学習の習熟度や定着
度に違いがあっても、多様な個性・能力
と触れ合うことで、視野を広げ、学力面
でも成果を上げている学校が数多くあ
ります。 
さらに、これからの社会の在り様を考え
れば、異なる学科が連携した多様な学び
や、分野をまたがる人的ネットワークづ
くりなどで得られる成果は、生徒たちの
学びや成長に有益で、必ずや将来の大き
な財産になり得るものと考えています。 
また、統合に際しては、学校のこれまで
の関係性や、旧校地の実習施設を引き続
き利用する場合の利便性等を重視して
計画しており、加えて通学環境の継続性
を考慮し、統合する学校間の距離は近い
方が好ましいと考えています。 

30 
今回の再編は、子どもたちから出た意見
なのか。 

【その他】 
今回、計画策定に着手したのは、子どもた
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31 

生徒のニーズについて、どのようなニー
ズが多くあるのか、それに合っているの
か等が振興計画(案)の内容だけでは、具
体的なものが見えない。 

ちから意見が出たからではなく、少子化に
伴う生徒数の減少、情報化、グローバル化
の進展など、県立高校等を取り巻く環境が
大きく変化する中、生徒にとってよりよい
教育環境を実現するため、県教委が主体的
に策定に着手したものです。 
なお、計画の策定に当たっては、昨年度、県
内の公立中学校１・２年生を対象に、魅力あ
る学校づくりに関するアンケート調査を実
施し、学科、学校規模、通学時間等のニーズ
を把握して、その結果も参考にしています。
アンケート結果については、高校教育課の
ホームページに掲載しています。 

32 

計画案として定員しか記載されていな
い。直近５年程度の生徒数も資料として
出すべき。 

【その他】 
計画と併せて、全日制高校の過去５年分の
志願倍率の推移を、参考資料として、高校
教育課のホームページに掲載しています。 

33 

廃校となる学校に関しては、それまでの
卒業生の事を考えると、その学校の存在
していた事が、何らかの形で残る方法を
検討してほしい。 

【その他】 
閉校する学校の、校旗や記念誌、卒業生
名簿といった有形のものについては、再
編後の新しい学校で丁寧に管理・活用さ
れることになります。また、歴史や伝統
といった無形のものについても、同窓会
活動等を通して受け継がれます。 
使用しなくなる校舎や校地については、
現時点で具体的な利用方法は決まって
おらず、今後、地元市町等と十分協議し
ながら検討することとしています。 

①-2【計画全般】適正規模 

34 
３から８学級には、教育的根拠はない。
１学級でも地域に学校があるだけで、文
化的意味は大きい。 

【原案のとおり】 
高校は、卒業後直ちに成人として社会に
出る生徒に対し、社会の様々な困難を乗
り越え、自分の人生を切り拓いていくた
めの能力・資質を養う場であり、高校生
活の間にできるだけ大勢の仲間たちと
交流し、いろいろな経験を積むことが大
切です。 
また、生徒の学びや進路の選択肢を確保
するための多様な科目の開設、生徒の学
校生活を充実させる活発な部活動や学
校行事の展開、さらには将来につながる
人的ネットワークの構築などのために
は、一定規模の確保は必要との考えか
ら、適正規模については３学級以上が適
当であると、検討委員会において判断さ
れたものです。 
なお、全国的には４学級以上を適正規模
と定める県が大勢を占め、本県において
もこれまで４学級以上を適正規模と定
めてきた中、今回の計画においては、高
校が地域社会において果たす人材育成
の役割を考慮し、３学級以上としたとこ
ろです。 

35 
適正規模について、１学年３学級以上が
必要という明確な根拠は何なのか。 

36 
適正規模について、何をもって適正なの
か判断基準が明確でない。 

37 
より良い教育環境を実現するために、な
ぜ一定規模以上の生徒数が必要なのか。 

38 

計画案に賛成の立場である。少子化人口
減少に対して、現状の県全体でみた場合
の学校規模が適切なものとは思えない。
再編計画は、十分に検討がなされてお
り、地域格差などによる学びの機会が奪
われる懸念も少ない。 
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39 小規模校を、まとめる必要があるのか。 【原案のとおり】 
小規模校にも「きめ細かな学習指導」「親
しい人間関係」等の特長があることは承
知していますが、一方で、規模の大きな
学校にも「多様な進路希望に応じた多彩
な選択科目」「切磋琢磨できる人間関係」
「活発な部活動や学校行事」などの特長
があり、また、中学生やその保護者の多
くは、一定規模以上の高校への進学を希
望しています。 
少子化が著しく進行する中、このまま全
ての高校を維持すると、地区内全ての高
校が小規模になります。 
今回の計画における統合は、小規模校を
なくすことが目的ではありません。各地
区内に、小規模校だけでなく、大きな規
模を有する学校も配置することで、生徒
に学びの選択肢を提供していくための
計画であることをご理解ください。 

40 

小規模校は本来の教育が十分できるの
に対象校になっている。高校がなくなれ
ば地域の衰退も懸念される。生徒にとっ
て学びがいのある高校、地域に根差した
高校を望む。 

41 

高校再編は、小規模校をなくすべきでな
く、教育環境の再編という議論をしてほ
しい。小規模校から大規模校まで、子ど
もたちの多様性に応じた選択肢が一番
大事である。 

42 

２クラスあればよく、１学年20名ほどい
れば先生の指導が行き届き、学校として
十分成り立つ。 

①-3【計画全般】魅力化推進校 

43 

魅力化推進校の多くは全国募集対象と
なっているが、県外からの志願条件に
「卒業後は母校のある地域または愛媛
県内に就職するか、県内の学校に進学す
る者」等を付けるべき。 

【原案のとおり】 
高校生の卒業後の進路については、進路
選択の自由の観点から、地域を限定する
ことはできません。 
県外生徒の入学により、県内生徒には多
様な価値観や広い視野、高校には教育活
動の充実、地域には活性化などの効果が 
もたらされることが期待されます。本県
を選び県外から入学してきた生徒に対
して、一人一人を大切にし、伸び伸びと
成長できる教育を提供することで、本県
を好きになり、第二の故郷と思ってもら
えるような生徒が一人でも増えるよう
努めてまいります。 

①-4【計画全般】市町立への移管 

44 

市町立への移管は設置者としての責任

放棄である。削除すべき。 

【原案のとおり】 

地域事情に配慮した特例措置である魅
力化推進校についても、入学生が３年連
続で基準を下回った学校は募集停止と
なります。その際に、当該校を市町立の
学校としてでも存続させたいという希
望があった場合に、その学校を県立から
市町立へ移管することも可能であると
いう選択肢を示したものであって、市町
立への移管を強要するものではなく、責
任放棄とは考えていません。 

①-5【計画全般】入学定員 

45 

県立学校である以上、各地域の中学校卒
業生徒数に合わせた定員を平等に配分
すべき。 
 

【原案のとおり】 
高校の場合、各地域に配置されている各
校の学科やコースにそれぞれ特色があ
るため、中学校までとは異なり、生徒は
様々な条件を勘案した上で、自分で進学
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 する学校を選択することができます。生
徒の希望は多様であるため、ただ単に地

域の中学校卒業生徒数に合わせた定員
設定を機械的に行っても意味はなく、そ
の分の志願倍率が低下する結果を招く
恐れがあるとともに、生徒が望む進路や
夢を実現できる機会を奪うことにもな
りかねないことからも、このような定員
設定は考えていません。 

46 

第２回地域協議会において「松山市だけ
が定員を維持すれば、生徒はますます松
山市へ流れる。生徒の減少数に沿った定
員削減を。」との意見があったが、松山市

内の普通科４校の定員削減をしなかっ
た理由を教えてほしい。 

【その他】 
現在、松山市内普通科４校の志願倍率は
平均して１倍を超えており、不合格とな
る生徒が例年多く出ています。このよう

な状況の中で定員を削減し、松山市の中
学生により厳しい競争を強いることは
避けるべきと考えています。 
また近年は、松山市内普通科４校が不合
格となった場合には、私立高校へ進学す
る生徒が多くなっているため、同４校の
学級数を減じても、周辺校の志願者が増
える流れにはなっていないのが現状で
す。同４校の定員削減を検討するために
は、まずは周辺校の魅力を高め、地域の

中学生に第一の選択肢として選んでも
らえる学校にしていく必要があると考
え、振興計画を策定しています。 

47 

小規模校の統廃合ばかりに目が行って
いる。８学級程度の高校も４学級程度に
することで、その学校にあったレベルの
生徒を集めることができるのではない
か。大規模校の学級数減を望む。 

【原案のとおり】 
県立高校では、学科やコース、学校規模
などについて、できるだけ多くの選択肢
を提供したいと考えています。 
中学生やその保護者の多くは一定規模
以上の高校への進学を希望しており、そ
の意向に応える必要があるため、８学級
程度の高校を４学級程度に縮小するこ
とは現実的ではありません。 
また、生徒については、各校の入試にお
いて、その学校で学ぶことが適当である
と判断された生徒が入学しています。 

48 

振興計画を実行する前に、受験者数に合
わせた定員を配分し、２年間ほど経過を
みたのちに計画を見直すべき。 

【原案のとおり】 
これまでも、毎年、過去の志願者数や、
中学校の卒業予定者数などを勘案して
定員を設定しています。今回の計画も、
今後の志願者数等の予測に基づいて策
定しています。 

49 

大洲市、八幡浜市で合併はできないの
か。大洲高校と八幡浜高校で普通科と商
業科を継続し、大洲農業と川之石高校で
総合学科として継続、八幡浜工業はその
まま継続はできないか。 

【原案のとおり】 
将来的には、さらなる生徒数の減少によ
り、市町をまたいだ統合も検討する必要
が出てくるかもしれませんが、今回の計
画では、通学の利便性や地域性を考慮し
て設定した８地区内での再編とすると
ともに、普通科と職業学科など複数学科
を併設することにより、職業・学科横断
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的学びを推進し、視野の広い人材の育成
など、高い教育効果を目指しています。 
八幡浜工業高校については、新基準の適
正規模の３学級を下回り、原則募集停止
となることから、工業科の維持・存続を
図るため統合します。統合後も現在の八
幡浜工業高校の校舎や実習施設は活用
し、カリキュラムも同等のものを実施す
る予定ですので、工業分野を希望する人
材を、引き続き輩出できるものと考えて
います。 

50 
出来るだけ早いうちに、１学級40人の生
徒定数を35人に変更して、学級数の減を
再検討してほしい。 

【原案のとおり】 
１学級の生徒数については、法令で 40
人を標準とすると定められています。１
学級の生徒数を減らした場合、必要な教
員数は国の基準を上回り、その経費は、
県単独の財源で負担することになりま
す。試算すると、35 人学級とした場合は
年間 20 億円程度、30 人学級とした場合
は年間 40 億円程度の財源が毎年必要と
なると考えられ、県単独での実施は困難
です。 
しかしながら、その必要性は認識してお
り、他の都道府県と連携しながら、国に
対して、１学級の生徒数の引き下げを要
望しているところです。 

51 

学校機関の統廃合という手段のみで解
決を図るのではなく、教育内容の充実の
チャンスととらえ、１学級を30～35人に
すべき。 

52 

一部の小規模校は30人学級を前提とし
ている。制度上可能ならば、県独自の予
算を計上して、現在の学級数維持を図る
ことは可能ではないか。 

①-6【計画全般】入試制度 

53 

第２志望校制度を導入し、不合格者の救
済と定員確保をし、定員割れを防ぐべ
き。 

【その他】 
第２志望校制度には、中学生の進路選択
の幅が広がることや、地域の高校で学ぶ
生徒数の増加が期待できることなどの
メリットがあると考えられますが、一方
で、一部の高校の志願倍率が上がり、必
要以上に中学生の心理的不安を高め、受
験競争の激化を招く恐れがあるなどの
デメリットもあると認識しています。 
また、各校の入学生数が読みにくく、定
員管理に多大の負担が生じるなど、その
運用面からも、導入については慎重に検
討する必要があると考えています。 
入試制度については、県においても毎年検
討をしていますので、いただいたご意見も
含めて、引き続き、検討してまいります。 

①-7 【計画全般】学科・コース 

54 

入学後６か月から１年は適性を見極め
る期間とし、その後特定の専門学科を選
択できるシステムの導入を検討してほ
しい。 

【その他】 
生徒が入学後に、多様な経験や知識の習
得をした上で、自己の適性等を見て学科
選択ができるよう、既に一部の学校では
「くくり募集」を実施しています。これ
は、入学時には複数の学科を一括して生
徒募集を行い、１年次は共通科目を学び
ながら将来の進路を考え、２年次に進級
する前に学科を決定する方式です。 
今回の計画では、職業系学科を設置する

55 

中学卒業時に将来の方向を決定してい
る子どもがどれだけいるのか。様々な経
験・多方面の知識など多様性が必要であ
る。  
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県立高校において、これに準じた入学者
選抜制度の導入について検討すること
としています。 
また、振興計画の前期計画において、１
年次は必履修科目を中心に幅広く学び、
２年次から文理探究、社会共創、スポー
ツ、情報などの系列を選択し学ぶことが
できる総合学科の学校を、現状の全日制
３校から、全日制７校・定時制１校に増
やすこととしています。 

①-8【計画全般】通学 

56 
統廃合は県の都合であり、それに伴う通
学費の補助は必要である。 

【その他】 
現状として、旧 70 市町村単位で全日制
高校がない地区は 49％（旧 34 町村）あ
りますが、これまでも通学等への支援は
行っていないこと、また、地域外の高校
へ通学している生徒の割合が高い地域
も多くある中、統合後の地域外への通学
が、統合によるものか、あるいは統合に
関わらず本人の希望によるものかを区
別し支援することは困難であることな
どから、県として生徒の通学等につい
て、支援を行うことは考えていません。 
なお、経済的困窮家庭においては、別途、
給付型の奨学給付金や、貸付型の愛媛県
母子父子寡婦福祉資金などの奨学金制 
度を活用することができます。   

57 
統合により遠い距離を通学しないとい
けなくなった生徒には交通費の補助は
ある程度あってもよい。 

58 
経済的に厳しい家庭の生徒も増えてい
るので、交通費の支援が必要である。 

59 
合併して市は広く、周辺地からはどこの
学校も通うのが大変である。公共交通の
整備、寮の配備、お金の補助をすべき。 

60 

丹原高校に通っている生徒を考えると、
再編により小松高校や西条、今治地区へ
通うことになると仮定すれば、電車代な
どの経済的負担が増えることを心配し
ている。 

61 

三瓶分校がなくなると、三瓶地区の高校
生及び保護者に通学の負担が増加する。
補助金、スクールバス、学生寮等につい
て議論する必要がある。 

①-9 【計画全般】教職員定数 

62 
再編された際、教職員の人数はどうなる
のか。 

【その他】 
再編後の学校においては、再編目的に沿
った質の高い教育が着実に行われるよ
う、高校標準法を踏まえつつ、必要な教
職員を配置いたします。また、新しい教
育課程に必要な施設や設備についても、
生徒の期待に応えられるよう計画的に
整備を進めてまいります。 

63 

計画の実行にあたって、裏付けとなる財
政面、教員等の人員の数の確保などの充
実をお願いしたい。 

①-10 【計画全般】市町からの支援 

64 

各自治体の全国募集や寮、公営の塾、給
食提供などの取組についての見解を示
してほしい。また、このような取組に対
する支援は実施しないのか。 

【その他】 
全ての県立学校を所管する県教委とし
ましては、例えば魅力化推進校等に県が
特別な支援を行うことは、公平性や財政
面の観点から難しいと考えていますが、
各地域の自治体等が、地元の学校を大切
に思い、学校や生徒に対して行われてい
る温かくきめ細かなご支援については、
本当にありがたく心から感謝していま
す。 
なお、全国募集については、学校見学バ
スツアーの実施など県外生徒を呼び込
むための活動を支援しているほか、県営

65 

魅力化推進校の設置は、地域の支援頼み
で設置者の責務を放棄している。 
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寮へのエアコン設置や給食搬入のため
校舎改修、教育課程に応じた講師の配置
など、学校と協議しながら、ハード・ソ
フト両面で支援に努めているところで
す。 

①-11 【計画全般】公私比率 

66 

私学と公立の定員比率に基準を定める
べき。 

【その他】 
現在、本県では、県立と私立の定員比率
を定めていません。これは、公立・私立
の垣根を越えて、生徒の自由な進路選択
を確保するという観点によるものです。 
県としましては、今回の振興計画等によ
り、県立高校の魅力を一層高めること
で、生徒に一番に選ばれる学校となるよ
う努めてまいります。 

①-12 【計画全般】特別支援教育 

67 

発達障害の子たちは、年々増えており、
八幡浜市で現在約80名と言われている
が、小中学校においては普通学級でも支
援の先生についてもらい生活している
子どもたちもいる。宇和特別支援学校も
あるが、高校卒業の資格はもらえない。
統合のタイミングで高校にも支援学級
を設置してほしい。 

【その他】 
近年、中学校で特別支援学級に在籍した
生徒が県立高校に入学する事例は増加
しており、生徒一人一人の状況に応じた
教育の充実に努めているところです。制
度上、高校では特別支援学級を対象とし
た特別な教育課程を編成することが認
められておらず、現在のところ、本県県
立高校でも特別支援学級の設置はあり
ませんが、県立高校３校で通級指導を実
施しているとともに、全ての県立高校
で、関係機関と連携しながら、個々の生
徒の状況に応じた指導に取り組んでい
ます。 
なお、学校種が違うため、特別支援学校
高等部の卒業資格は高校の卒業資格と
は異なりますが、各校では生徒一人一人
に応じた多様な職業教育や進路指導を
行い、就職や進学を最大限にサポートし
ています。 

68 

県立高校と特別支援学校の再編を行い、
発達障害に特化した高校を設置するこ
とも選択肢となりえる。選択肢を確保し
ながら障害特性に合わせた進路先の選
択を含めたインクルーシブな学習環境
を、この愛媛県でぜひ段階的に実現して
ほしい。 

69 

県内市町ごとに最低１校は通級を設置
して、他校通級を実現してほしい。高等
学校における通級設置をこの機会にぜ
ひ加速させてほしい。 

①-13 【計画全般】特別支援学校 

70 

今治特別支援学校のような高校を弓削
島にも配置してほしい。島の中で就職が
でき、島の役に立てるような学びの場所
を提供してほしい。 

【その他】 
今回、ご意見を求めている「県立学校振
興計画」は、県立高校及び中等教育学校
を対象としています。 
特別支援学校の体制充実等については
別途検討中であり、ご意見については、
今後の参考とさせていただきます。 

71 

県内で不登校児や発達障害児に理解の
ある高等学校は私立、または通信しかな
い。西条市には私立もなく、今ある高等
学校を減らすのではなく、不登校児や発
達障害児を受け入れる高等学校に変え
てはどうか。 

72 
振興計画案に特別支援学校について触
れられていない。特別支援学校について
も同時に考え、協議を進めてほしい。 

73 
しげのぶ特別支援学校のマンモス化問
題など、特別支援学校の改善は不可欠。 
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①-14 【計画全般】その他 

74 

自分の生まれ育ったそれぞれの地域に
目を向けて考えられるような生徒の育
成が求められているのではないか。その
ような視点を、全ての県立高校に持って
ほしい。 

【その他】 
今回の計画では、地域の学校で頑張れ
ば、生徒が自らの進路希望を実現できる
体制を構築することとしています。 
就職についても、地域や地場産業と多様
な連携を図りながら、学校ごとに地学地
就を目指した取組を強化してきていま
す。 
今後とも、生徒の進路実現に役立つ教育
環境を、できるだけ地域内で提供してま
いります。 

75 

優秀な生徒が育ってきても、地元でその
能力を活かせる職場が無いと、活かせる
場所に行くしかなくなる。課題が多いこ
とは理解しているが、地元で能力を活か
せる企業と学校がタイアップした教育
もあってよいのでは。 

76 
実習を別の校地へ移動して行うという
ことになると、移動分だけ生徒の負担が
大きくなる。 

【その他】 
生徒は実習時のみ別の校地へ学校間バ
ス等で移動することとしていますが、時
間割を工夫することで、移動の回数や時
間をできるだけ少なくし、生徒に過度の
負担がかかることがないよう十分配慮
しながら取り組んでまいります。 

77 

校地を行き来して授業となると、生徒に
負担がかかるのでは。 

②【四国中央地区】 

※ご意見はありませんでした。 

③【新居浜地区】新居浜東高校 

78 

健康スポーツ科の設置について、リーダ
ーの育成は良いとしてその先に生徒が
目標とすべき将来性も含めた道しるべ
を示していく事で、将来の目標が明確に
なり魅力を感じる事が出来るのではな
いか。 

【その他】 
健康スポーツ科は、現在、普通科に設置
している健康スポーツコースをベース
に新しい学科として設置するもので、１
年次から専門的学びを可能とすること
で、更なる専門性の向上を図ることがで
きると考えています。この学科では、選
手として競技力を高めるだけでなく、将
来、指導者やトレーナー、インストラク
ターなど幅広くスポーツに関連する分
野で活躍できるよう「スポーツ科学」「栄
養学」などの科目を設置するとともに、
健康や医療、福祉などに関わる知識や技
術も習得させ、進路の幅を広げてまいり
ます。また、大学等への進学について、
これまで以上の実績が残せるよう、教育
課程の改編も検討していきます。 
なお、教育課程などの詳細については、
来年度設置される準備委員会において
協議の上、決定することとしています。 

79 

スポーツでお金を稼ぐ（プロになれる）
人数は他学科と比しても少ないので、進
路・キャリア形成に役立つか疑問であ
る。将来的にキャリアに十分に生かせな
い学びを行うのは、公教育としての責任
を放棄していることにならないか。 

④-1【西条地区】周桑地区３校 

80 
小松高校、東予高校、丹原高校３校とも残
してほしい。 

【原案のとおり】 
西条市西部地域に位置する小松、東予、
丹原の３校は、現在はいずれも３学級以
上の規模を有していますが、全ての学校
で定員割れの状況が続いており、現状の
まま維持した場合、少子化等の影響によ
り、令和18年までに複数の学校が募集停

81 
今回の統合は、再編整備基準を下回った
のではなく、教育環境の向上が図れると
いうことを強調してほしい。 

82 
西条西高校（現東予高校）、小松キャンパ
ス、丹原キャンパスとして、キャンパス
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制を導入し、現状維持を望む。後期計画
で、３校が３クラスを維持できなくなっ
たときに本校に合流する。 

止となる可能性があります。 
また、各校の小規模化が更に進むことが
確実な中で、現時点であれば可能である 
〇現行の職業学科（工業、農業、家庭）
と総合学科が連携する職業・学科横断
的教育の実施 

〇多彩な学科・コース・系列の新設 
などの魅力的な学科編成が、将来的には
難しくなります。 
県教委としましては、学校にまだ余力が
あるうちに、３校を２校に戦略的に再編
することで「地域の生徒に選ばれる足腰
の強い学校」をつくり、地域に着実に残
していくことが必要と考えており、この
再編によって学校の魅力を高めること
で、他地域への生徒流出を食い止める効
果も期待しています。 
なお、今後も少子化が進行する中で、こ
れまでのように地域内の子どもだけで
学校を維持していくことは難しいと見
込まれており、今後は地域外からも相当
数の生徒を呼び込む必要があります。 
このため、校地については、ＪＲ駅に近
く交通の便がよい小松高校と東予高校
の校地を活用することとしています。 
特に東予校地は、近接する丹原校地と比
較して 
○ＪＲ駅から近い 
〇敷地面積が約1.4倍広い 
〇主要教棟面積が約1.7倍広い 
○主要校舎が新しい 
〇地元６中学校からの距離(加重平均)
が近い 

〇14歳以下の人口分布を見ると、その中
心に近い 

○現在、将来とも周辺の子どもの数が多い 
現在の中学生の人数（１〜３年生の 
平均）と、小学校低学年の人数（１ 
〜３年の平均）を比較すると、旧東 
予市は「220人→223人」で1.4％増加、 
旧丹原町は「85人→71人」で16.1％ 
減少 

など、東予校地に大きな優位性が認めら
れるため、統合校の主キャンパスとす
るものであり、農業の実習等では、丹原
高校の校舎や農場を活用することとし
ています。 

83 

現在の東予高校、丹原高校、小松高校の３
校を２校へ再編するのではなく、３校の
校舎施設をそのままキャンパスとして活
用しつつ、１校に統合することを提案す
る。 

84 
周桑地区３校のうち、１校を本校とし、残
り２校をキャンパスとして残すのはどう
か。 

85 
小松高校に丹原高校を吸収させ、丹原高
校の農業科の園地だけの使用にするの
はなぜか。 

86 
新設２校は、道前平野の中央に位置する
東予高校と丹原高校に集約すべき。 

87 
現在計画中の西条産業科学高校（仮称）は
小松学舎を利用すれば、駅を利用して広
範囲の学生が集まると考える。 

88 

西条市内中位層（主に偏差値他）で近県
の大学を目指す子どもたちの絶好の受
け皿で、学びの場である丹原高校をなく
すことは急いて事を仕損じることにな
る。 

89 

丹原高校は西条西高校（仮称）として普
通科３学級、農業科１学級とし、東予高
校は西条西高校（仮称）の東予キャンパ
スとして工業科２学級とする。 

90 

小松高校を残す理由の一つとして、駅か
らの利便性をあげていたが、地元の生徒
は電車で通学しない。地区外の生徒のた
めに、地区内から一番多く通う丹原高校
を閉校にして、地元の生徒は不便なこと
を我慢しないといけないのか。 

91 

普通課程の進学指導強化は喜ばしいこと
だが、その校地を現在の小松高校を使用
する点について再考すべき。駅からの利
便性をあげていたが、校地自体が山の中
腹にあり、通りの少ない道路や、逆に国道
を通るなどのルートが考えられ、子ども
たちが自転車で安全に通学できるか、と
ても心配される。 

92 

駅に近い小松高校と東予高校が、交通の
利便性と校舎が比較的に新しいという
だけの理由で、丹原高校が廃校になるこ
とには理解できない。各中学校から小松
高校、丹原高校までの直線距離を見ても
小松校舎を利用する案は理解ができず、
通学距離から考えても丹原高校に統廃
合した高校を設置することが最適であ
る。 
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93 

丹原高校が廃校になる決定的な理由は
駅から遠いということだが、この問題が
解決できれば廃校は見送りになるのか。
クラウドファンディングなどにより、壬
生川駅などから丹原高校までの送迎バ
スを運行して西条市外からの生徒を受
け入れ生徒を増やすのはどうか。 

94 
どうして地政学的にみて旧周桑地区・東
予地区の中心に位置する丹原高校だけ
が閉校になるのか。 

95 

丹原高校が無くなってしまうことで、子
どもの進学を考えて丹原町に住もうと
思う人が減ってしまい、過疎化が進んで
しまうのではないか。 

96 

小松高校に普通科を、東予高校に職業学
科を集約するのではなく、西条産業科学
高校（仮称）に普通科の設置を検討すべ
き。 

【一部修正】 
今回の計画案は、現行の学科編成を基本
に学科バランスを考えていますが、地域
説明会やパブリック・コメント、意見聴取
会において、他地域と比べて配置比率が
低いとして「普通科の設置」を求めるご意
見が多かったことを踏まえ、地域内の学
科バランス等を再検討いたしました。 
その結果、西条産業科学高校（仮称）に
設置する学科等について、一部修正する
こととしました。 
 
修正内容は、次のとおりです。 
普通科の学びと、職業学科間の学科横断
型学習の実施に欠かせない旗振り役と
しての学びを両立するとともに、それぞ
れの定員に柔軟性を持たせるため、 
〇新たに設置を計画していた商業科を
進学型の総合学科に変更し、「総合進
学系列」と「産業マネジメント系列」
を設置して、普通科と同等の進学指導
を行うとともに、生徒の目標に応じた
多彩で柔軟な科目設定を可能とする。 

○「総合進学系列」については、大学の
一般入試に対応できる高い学力を育
成するだけでなく、学校推薦型選抜や
総合型選抜に必要な探究型教育も実
施する。 

○「産業マネジメント系列」については、
ビジネス系の大学や専門学校への進
学に適応した本県唯一の系列であり、
各学科が持つ強みを生かし連携を促
進する学習を通して、将来、各産業が
持つ経営資源を生かし新たな価値を
創造するためのマネジメント力を育
成する。 

〇配置する学科の変更に伴い、校名(仮
称)を「西条総合科学高校」に変更す
る。 

97 
普通科と専門学科の定数が 10 学級と同
数であり、普通科 13 学級と見直すべき。 

98 

西条産業科学高校（仮称）になった際、
工業科が２クラスに減少し、商業科が２
クラス新たに作られるが、既に西条高校
に商業科があるのに２クラスも必要な
い。東予高校の今まで築いてきた地元企
業との就職などのパイプが減ってしま
うのがもったいなく、工業の分野で学べ
る生徒が減ってしまう。 
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④-2【西条地区】小松高校 

99 
115年の歴史を有している伝統ある小松
高校の名を消してはいけない。校名は変
えなくても再編はできる。 

【その他】 
再編により、小松高校の校地に新設され
る周桑高校（仮称）は、愛媛県初の理数
情報科や普通科教員養成・社会共創コー
スを新設するなど、周辺の地区に先んじ
て新しい教育スタイルを実践できる学
校を目指しています。 
西条市だけでなく周辺地域も含めた圏
域内で唯一の学科やコースを有する学
校であり、他地域からの生徒流入も強く
期待される中、「小松」の伝統や歴史を重
んじながらも、中身のリニューアルにふ
さわしい新校名に変更することも検討
してはどうかと考えています。 
計画案で使用した「周桑」の名称はあく
まで仮の名前であり、実際の校名は、令
和５年度以降に設置する準備委員会（市
町行政関係者・学校関係者・地域住民等
で構成）において、現校名である「小松」
も含めた中で検討することとしていま
すが、これから当校に入学する可能性が
ある地域の中学生等にも意見を聞きな
がら、地域にも生徒にも長く愛される校
名にしたいと考えています。 

100 

周桑高校（仮称）との名前があがってい
るが、小松の名を残してもらいたい。地
域の伝統を大切にし、その上で新しい事
に挑戦が積極的に行える、そういう高校
になってほしい。 

101 
なぜ周桑の案が出たのか理解できない。
地域に馴染んだ名称を変更する必要が
あるのか。 

102 

周桑高校（仮称）という校名に反対であ
り、小松高校の校地を使用するのであれ
ば、小松高校がよい。 

103 

小松高校は地元からの生徒が極端に少な
い状態にある。地元以外から通う生徒が多
いことはよいことだが、まずは、地元から
愛される魅力的な学校を目指すべき。 

【その他】 
周桑高校（仮称）は、 
〇情報化社会において必要とされる情
報を活用する力や分析する力の育成
を目指す「理数情報科」 

普通科内に、 
〇５教科をバランスよく学習する「文理
探究コース」、大学等との連携により
本県の教育の未来を支える人材を育
成する「教員養成コース」 

〇地域課題の発見や解決型学習を通し
て地域を支える人材を育成する「社会
共創コース」 

を新たに設置して、魅力化・特色化を図
ります。 
また、新しいタイプの学校にするに当た
り、多くの生徒に進学希望先として選ば
れるよう、地域の中学生等に学校の魅力
を丁寧に説明するとともにしっかりと
アピールしてまいります。 

104 

最大の懸念は学力の低下である。文理探
究、教員養成、社会共創といった特色のあ
るコースを設置しても、それに見合った学
力の生徒が受験するのか疑問である。 

105 

ライフデザイン科は、普通科と同じ学び
舎の小松高校に存続させるべき。 

【原案のとおり】 
ライフデザイン科については、工業・農
業等の学科と連携した職業横断的学習
を通して、広い視野を持った、地域経済
の振興に資する産業人材の育成を図る
ため、西条総合科学高校（仮称）に設置
することとしました。 
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106 

小松高校が実施している文部科学省指
定事業による「共生のまちづくりに貢献
する人材育成」の取組が、地域の支援や
生徒の意欲の高まりに反して、実質あと
数年で方向転換を余儀なくされること
になる。これらの取組をスムーズに西条
産業科学高校（仮称）に移行するには、
準備不足であると懸念するため、「前期
は現状維持」または「猶予期間を協議」
すべき。 

【その他】 
小松高校は、令和元年度～３年度、文部
科学省から「地域との協働による高等学
校教育改革推進事業（プロフェッショナ
ル型）」の研究指定を受けて研究に取り
組み、西条市や地域の企業等の皆様にも
ご協力いただいたおかげで、生徒たちが
様々な成果を上げました。 
この成果を継承し、更に充実したものに
するため、周桑高校（仮称）には、文理
探究や社会共創といったコースを設置
するとともに、西条総合科学高校（仮称）
には、家庭科を設置し、学科横断的教育
を実施することとしています。 
両校ともに、小松高校が培ってきた地域
協働の校風やノウハウを、しっかりと継
承して参りますのでご理解ください。 
また、これらの継承が円滑に行われ、新
たな学校で高い成果を上げられるよう、
開校までに、教育課程の検討などと共に
十分な準備をしてまいります。 

④-3【西条地区】丹原高校 

107 

120年を超える伝統校であり、地元の生
徒が一番通う地域に根付いた丹原高校
だけが、廃校の憂き目に遭うのか。 

【原案のとおり】 
今回の再編は、小松高校・東予高校・丹
原高校の３校を統合し、新たに２校を設
置するというもので、丹原高校を廃校に
するというものではありません。 
なお、丹原高校の校地については、引き
続き農業科の実習や部活動等で利用す
るほか、今後についても、地域に有益と
なる活用方策を西条市と共に検討して
まいります。 

108 

丹原高校は地域に密着した学校である。
しばらく３校を維持し、その間に中心地
に３校を合わせた新しい学校を建設し
てはどうか。 

【原案のとおり】 
先述したとおり、３校をこのまま維持し
た場合、各校の小規模化が更に進むこと
となり、現時点であれば可能である学科
横断的教育の実施や多彩な学科・コース
の新設などの魅力的な学科編成が、将来
的には難しくなります。 
また、今後も十分使用できる学校施設が
３つもある状況下で、新たに土地を購入
し校舎等を新設するためには、何十億円
という莫大な予算と長い時間が必要で
あり、現実的に考えれば、ご提案の実現
は困難です。 

109 

丹原東中学校、丹原西中学校と丹原高校
との間で「連携型」の中高一貫校は検討
できないか。 

【原案のとおり】 
丹原東中学校と丹原西中学校から丹原
高校への進学の過去３年間の平均が約
44％という現状を考えると、中高一貫校
設置は現実的ではないと考えています。 

110 
丹原高校を西条高校丹原キャンパスと
し、英語とデジタルと農業に特化した教
育を行う。 

【原案のとおり】 
距離が離れた２校をキャンパスとすれ
ば、学校行事や部活動等において、生徒
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の移動に係る負担が大きくなるため、今
回の計画では、距離が近い東予高校と丹
原高校の２つの校地を、西条総合科学高
校（仮称）の校地として活用する計画に
しています。 
ご提案いただいた教育について、今回の
計画では、東予地区において、 
○英語を特に重視した教育は、既存の西
条高校の国際文理科に加え、新たに今
治西高校に国際科を設置 

○デジタルを特に重視した教育は、周桑
高校（仮称）に理数情報科を設置 

するなど、県下全体の学校・学科の配置
バランスを考慮して策定していますの
で、ご理解ください。 

④-4 【西条地区】西条高校 

111 
西条高校は現状のまま維持することに
なっているが、生徒の人数減少に伴い、
学力低下が起こるのではないか。 

【原案のとおり】 
中学生やその保護者の多くは一定規模
以上の高校への進学を希望しているこ
とから、西条地区については、西条高校
を７学級規模の学校として前期計画中
は維持し、地域有数の進学校として進学
指導を強化しながら、その意向に応える
こととしています。 
また、西条市西部地域の３校を２校に再
編し、生徒に選ばれる魅力的で足腰の強
い学校づくりを行うことで、他地域への
生徒流出をとどめたいと考えています。 
なお、少子化は確実に進行していきます
ので、各校の定員については、これまで
どおり、中学生の受験動向に応じ、毎年 
検討してまいります。 
また、県立学校の教員は一定の年数で異
動し、さまざまなタイプの学校で勤務す
ることにより、教科指導力や様々な生徒
に対応する力を身に付けながら各学校
で指導に励んでおり、この点は県立学校
ならではの魅力の一つであると考えて
います。 

112 

西条高校のクラス数は削らないのに、周
桑地区だけに負担させる形をとること
に違和感がある。西条高校を普通科３ク
ラス、商業科１クラスにして、教員を総
入れ替えし、根本の研修・教育から教員
の質を変え、ひな形を作り直さないと、
市外への人財の流出は止まらない。 

⑤-1【今治・越智地区】全般 

113 

今治市内も少子化が進んでいるにもか
かわらず、再編整備計画がないことに違
和感がある。陸地部の５校は３校に再編
可能である（西・北の普通科、南・東の
普通科、農・工・商）。 

【原案のとおり】 
陸地部５校について、前期計画初年度の令
和５年度の学級数は計 30 学級、前期計画
最終年度の令和９年度の志願者数予測に
基づく学級数は計 27 学級となることを見
込んでいます。この状況において、ご提案
のように５校を３校に再編した場合、１校
当たりの平均学級数は、令和５年度は 10
学級、令和９年度は９学級と、検討委員会
が示す学校の適正規模（３～８学級）を上
回ることとなり、施設設備の確保や教員の
指導体制など、学校の円滑な運営に影響が
懸念されることから、前期計画では５校を
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維持します。 
今後、少子化等による生徒数の減少が予
測以上に進行することとなれば、後期計
画で陸地部の学校の再編を検討します。 

⑤-2【今治・越智地区】今治北大三島分校 

114 

高校は地域の鏡であり、島の高校を合併
せずに存続させてほしい。 

【原案のとおり】 
伯方分校、大三島分校の両校は、統合し
て、しまなみ海洋高校（仮称）とすると
ともに、キャンパス制を導入し、伯方分
校と大三島分校を引き続き活用します。
同校は総合学科とし、進学実現とそれぞ
れの島の特徴を生かした学びの推進の
両立を図ります。さらに、再編後は、従 
来の分校から本校として、校長、事務長
を配置するなど、これまで以上に教育環
境の整備を進めてまいります。 
今回の計画は、豊かで特色ある地域資源を
有するしまなみ地域の両校を、将来にわた
り地域に残していくためのものです。 

⑥-1【松山・伊予・上浮穴地区】北条高校 

115 
北条高校に定時制を置くのなら、松山南
高校などの定時制をなくしてはどうか。 

【原案のとおり】 
愛媛風早高校（仮称）は、不登校や中途
退学者等の学び直しなど多様な就学目
的に対応するための、昼間定時制と通信
制を併置した本県初の新しい形の学校
であり、広域から通学できるよう、校地
については、人口が多い松山市と今治市
に中間に位置し、交通利便性の高い北条
高校が適していると判断しました。 
また、夜間定時制の課程については、就
労しながら通学する生徒等の利便性を
考慮して、中予地域では旧松山市の中心
部に位置する松山南高校に普通科と商
業科を、松山工業高校に工業科を設置す
ることとしています。 

116 

定時制、通信制が受け皿となる可能性の高
い不登校生徒は圧倒的に松山市内が多く、
交通の便がよい松山市内に作るべき。 

117 

北条高校の愛媛風早高校（仮称）への改
編について、定時制・通信制ともに一定
の需要はあり、新しい形の学校の形を目
指すのは分かるが、多様な生徒がいる 
中、仕事後の通学やスクーリングなどで
のアクセスしやすさを考えると北条地
域ではなく、旧松山市中心部に近い場所
の方が望ましいと考える。 

118 

定時制課程、通信制課程について、予算
の問題も考えられるが県として様々な
生徒への対応を図るための学びの保障
を行う場として、できる限り維持する必
要がある。 

119 

地元に高校がないといけないわけでは
ない。あえて郊外の北条に定時制を設置
する考えもあり得る。 

120 

校名は北条高校のままでよいのではな
いか。 

【その他】 
計画の校名はあくまで仮称であり、令和
５年度以降に設置される準備委員会（市
町行政関係者・学校関係者・地域住民等
で構成）において、現校名を含めて検討
します。校名の検討に当たっては、これ
から当校に入学する可能性がある地域の
中学生等にも意見を聞きながら、地域に
も生徒にも長く愛される校名にしたいと
考えています。 
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121 

定時制、通信制は賛成だが、北条地区の
過疎化に拍車がかかるため、北条地区に
全日制高校がなくなるのは現実的では
ない。 

【原案のとおり】 
現在、北条地区の中学生の８割以上が、北
条高校以外の高校へ通学しており、こうし
た進学の傾向や、少子化の進行が継続すれ
ば、北条高校は、令和５年度から適用され
る新チャレンジシステムにおいて、募集停
止となることが危惧されます。 
このため、県教委としましては、愛媛県で
最も人口が多い松山市と、２番目に人口
が多い今治市の中間に位置するという立
地条件を生かし、多様化する生徒の自由
で柔軟な学びの場に対応した学校として
生まれ変わらせることで、北条地区に高
校を存続させる計画としました。 
今回の計画で設置する愛媛風早高校（仮
称）は、昼間定時制と通信制を併置した
学校とし、定時制と通信制の授業を組み
合わせることなどにより３年間での卒
業も可能とするなど、これまで本県には
なかった自由度の高い新しいスタイル
の学校にしたいと考えています。 

122 

北条高校がなくなると、経済面で問題を
抱えているような近隣の生徒の受け皿
を奪うことになる。しんどい生徒に寄り
添うことは公教育の大切な役割であり、
北条高校を廃校にすることは反対であ
る。 

【原案のとおり】 
今回の計画で設置する愛媛風早高校（仮
称）は、昼間定時制と通信制を併置した
学校とし、３年間での卒業も可能とする
など、これまで本県にはなかった自由度
の高い新しいスタイルの学校にしたい
と考えています。 
また、当校は、様々な理由で学校に行き
づらくなった生徒に学び直しの機会を
提供することはもとより、下記のような
多様な背景を持つ生徒等にも対応する
こととしています。  
〇働きながら学びたい生徒 
〇起立性調節障害など朝起きられない症
状を抱えながら学校に通いたい生徒 

〇大学受験に向けて受験勉強に特化し
た生活を送りたい生徒 

〇自分のペースで勉強したい生徒 
なお、本県では、経済困窮家庭の要件に
該当する場合、給付型の高校生等奨学給
付金や貸付型の愛媛県母子父子寡婦福
祉資金などの奨学金制度を利用するこ
とができます。 

123 

数に表れない、苦しみながら学校に通う
かくれ不登校の子供たちに、自由で柔軟
な学びを提供するという新しい画期的
な愛媛風早高校（仮称）が設置されると
聞いて、それが公立であるということ
も、私達親子にとって希望の光である。 

⑥-2【松山・伊予・上浮穴地区】松山南砥部分校 

124 

砥部分校が発展したものとなるようＮ
ＰＯ法人を設立し、本校・分校同窓会か
らの生徒支援はもちろん、町や県・企業・
団体からの教育支援や協働支援、台湾な
ど国際的な交流支援、分校と本校交流に
とどまらない他校との交流支援など、
様々な支援と協働（共同）のコーディネ
ートへと広げていく予定である。 

【修正】 
「砥部分校存続の会」から、砥部分校存
続案が提出されました。この代案では、
計画案の策定過程で想定し得なかった、
砥部町からの支援や民間企業との連携
など、砥部分校の存続に向けた具体的方
策が明確に示されています。 
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125 

陶芸を学ぶための教育機関、専門機関を
より充実強化し、全国公募で熱意ある若
者を受け入れ、砥部焼に新しい風、デザ
インを起こす人材を育てるべき。その観
点からも全国公募枠の導入をすぐにで
も実施すべき。 

《砥部分校存続案の概要》 
○砥部町による、遠距離で通学できない
生徒のための家賃補助や、全国から生
徒を募集するための活動費補助 

○存続の会など地域住民による、親元を
離れて暮らす生徒への生活見守り 

○広告デザイン企業による、校内へのサ
テライトオフィスの開設と分校生徒
への専門技術指導 など 

 
この存続案について、県教委では内容を
精査し、その実現性や将来性を確認して
まいりましたが、意見聴取会において、
砥部町と企業から存続案への支援が表
明されるなど、学校の発展可能性に期待
が持て、これから高校進学を目指す子ど
もたちにとっても十分にプラスになる
内容であると判断できることから、計画
を修正し、「前期計画（Ｒ５～９）の５年
間は、砥部分校と伊予高校との統合を猶
予し、存続案の進捗と成果を見守る」こ
とといたします。 
なお、今回の変更は、砥部分校を直ちに
魅力化推進校に認定するものではなく、
５年間の猶予期間中の存続案の進捗と
成果を見守りながら認定について検討
します。 
存続案が実現できない、あるいは志願者
の増加が見込まれない場合は、後期計画
段階（Ｒ10～14）において伊予高校との
統合を改めて検討します。 
 
 

126 

通学困難からあきらめている生徒を受
け入れるための寮制度、ホームステイな
どの制度を確立すれば、定員割れの問題
は起こらないと考える。 

127 

町をあげて寮を併設し、全国から生徒を
募集すれば、もっと幅広く、芸術に関心
と才能がある若者を集めることができ、
砥部焼文化の発展にもつながる。 

128 
寮の整備が必要なら、できる限りの協力
をしたい。砥部分校を砥部町に残してほ
しい。 

129 

生徒の将来や地域活性化のために、砥部
町の協力が得られるならば、「魅力化推
進校」に認定し、現状のまま存続させる
ことが適切である。 

130 

砥部町からの適切な支援や砥部焼産業
の協力が得られる場合は、砥部分校を１
市町当たり１校可能な魅力化推進校に
指定してもいいのではないか。 

131 
町や地域から学校存続の為の支援が得
られるようであれば、学校魅力化推進校
としての存続の配慮は無いのか。 

132 
砥部の再編計画は後期計画に変更し、時
間をかけて検討してほしい。 

133 

統合するにせよ存続するにせよ、砥部分
校は転換期を迎えている。どうすれば砥
部分校の設備と規模を維持しつつデザ
イン科を発展させることができるのか、
もっと時間をかけて地域ぐるみで決め
ていくべき。 

134 

砥部分校制度を廃止し南高本校と合体一
体と成し、芸術デザインコース（仮称）を
加え、現在の分校のキャンパスおよび設備
を包含してより先端的、グローバルな県立
高校として再生、前進出来たらよい。 

135 

適正規模にある１学年３～８学級に該
当しないが、松山南高校を普通・理数・
工業（デザイン）の３学科に移行し、キ
ャンパス制を導入し、工業（デザイン）
学科は砥部キャンパスに置く。 

136 
魅力化推進校への認定ができず、他校への
統合が避けられなくなった場合、松山南高
校もしくは、松山工業高校へ統合すべき。 

137 
砥部分校存続のために力を尽くしてい
きたい。耳を傾けて、生徒ファーストの
案を一緒に考えてほしい。 

138 
分校の卒業生、在校生、入学志願者を悲
しませないよう、統合案の撤回を望む。 

139 
卒業した学校がなくなることは、過去の
青春の一部が消えることと同じで絶句
の思い。 
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140 

砥部分校デザイン科は、過去５年の平均
倍率が1.04倍と、他校と比べても倍率は
高く、定員割れもしていないのに、なぜ
統合される案が出たのか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

141 
伊予高校の定員割れを懸念しての統廃
合であれば、伊予高校は地域も同じ伊予
農業高校と統合すればよい。 

142 

砥部分校と同じ伊予郡にある伊予高校
に「芸術クリエーションコース」を設置
し、砥部分校を統合することで現在普通
科のみの伊予高校を芸術教育の中核校
としてまとめていくというのは、先に砥
部分校の廃止という結論ありきだった
のではないか。 

143 
土地に根付いた学校を、定員割れを起こし
ているわけではないのに全く関係のない
土地へ移動させる計画は再考してほしい。 

144 

松山南高校と砥部分校には歴史的にも
文化的にも深いつながりがある。現場に
密着した判断が不足している。砥部分校
は砥部町にあるべき。教育施設の再配置
は安易にすべきものではない。 

145 

砥部分校の伊予高校への移管計画に反
対。一律的な計画でなく、十分な調査、
検討を重ね、本質的なものを見失うこと
なく対処すべき。砥部分校は砥部町に残
すべきであり、もし砥部町からなくなる
ことがあれば、その伝統は一朝一夕には
再構築できない。施設の移管や校舎の増
改築などは運営費用の効率化に反する
ものであり、南高の分校としておくのが
最も効率的である。 

146 
魅力あるデザイン科を残し、質の高い陶
芸を学べる場を作りたいのであれば、デ
ザイン科は現在の砥部町にあるべき。 

147 

少人数の実習が必要なデザイン科と普
通科高校を同じ校舎で学習するのは無
理がある。生徒にとっても教員にとって
もメリットは少ない。 

148 
砥部分校を統合せず残してほしい。県産
材木の利用促進、移住促進にもデザイン
科が砥部にあることで活用できる。 

149 

砥部分校は全国でも珍しいデザインの
単科高校という、貴重な学校である。学
校を、更には地域を発展させることは可
能である。 

150 

砥部分校の成果は目を見張るものがある。
デザイン科単科学校としての教育環境に
よるものが大きい。砥部分校のもつブラン
ド力は高まってきていると考える。 

151 

郷土の芸術活動の発展からも、伊予市の独
自の伝統文化継承と将来性の観点が十分
でなく、教育施設の高度な充実の可能性も
保障されていない。 

152 
伊予高校は通学条件がよい学校ではない。
最寄りの駅まで徒歩20分になると、画材の
重さを考えたとき、通学は難しくなる。 
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153 

伊予高校に統合されれば、砥部分校のもつ
独自の良さは失われ、大きな財産を失うこ
とになる。「アートとサイエンスを融合し
た新しい教育」は、オンラインを駆使すれ
ば砥部の地でも十分可能である。 

 

154 

伊予高校への統合では、砥部町民の生徒
の通学費負担も増えることになる。砥部
町民が伊予高校まで公共交通機関を使
って通学する場合、一旦、バスで伊予鉄
道松山市駅を経由することになり、経済
的にも時間的にも負担が増える。 

155 
今回の移管計画は、松山南高校と伊予高
校の双方の発展に寄与するか否かが疑
問である。 

⑥-3【松山・伊予・上浮穴地区】松山商業高校 

156 

多くの人材を世の中に送り出しており、
地域の発展に貢献している松山商業高
校定時制商業科の存続を希望する。 

【原案のとおり】 
松山商業高校定時制の商業科について
は、志願者数が非常に少ない状況が続い
ており、単独での設置は難しい状況です。
近接する松山南高校定時制と統合するこ
とで、定時制の商業科を存続させること
が可能となり、引き続き多くの人材を育
成することができると考えています。 

⑥-4【松山・伊予・上浮穴地区】伊予高校 

157 

教員自体の魅力、伊予高校自体の魅力が
十分でない状況で教員養成コースを作
ってもプラスの要素はないので、このコ
ースを作ることはやめた方がよい。 

【原案のとおり】 
2021年の民間の調査では、高校生のなり
たい職業において、「教員」が男子１位、
女子では２年連続２位という結果が出
ており、教員養成コースへの一定のニー
ズはあるものと認識しています。 
伊予高校の教員養成コースでは、大学の
教育学部との連携した授業や、教育関係
者の出張講義、小中学校と連携した現場
実習などを通して、高校生の段階から教
員の魅力に触れ、興味と関心を高め、教
員になるために必要な学びを先取りで
きるカリキュラムを編成します。 
また、総合型選抜や学校推薦型選抜での
大学進学も視野に入れ、教員となるため
の様々な知識や経験を積むことで、将来
の愛媛の教育を担う教員の育成につな
げたいと考えています。 
さらに、伊予高校では、教員養成コースの
設置だけでなく、既存の芸術クリエーショ
ンコースの拡充を図るほか、理数情報科の
設置等により更なる魅力化を図ります。 

⑦-1【大洲・喜多地区】大洲高校・大洲農業高校 

158 

大洲高校と大洲農業高校は、具体的な指
導や環境の確保が見えない中で進める
もので、大洲市は肱川橋で多くが分離さ
れる。現状維持が望ましい。 

【原案のとおり】 
今後の大洲市の生徒数減を考えると、大
洲高校と大洲農業高校を現状のまま維
持することは難しく、令和５年度から適
用される新チャレンジシステムにより、
両校ともに募集停止となる可能性もあ
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ります。 
今回の振興計画では、本地域での基幹産
業である農業教育を存続させるととも
に、統合後の大洲高校において、普通科・
商業科・農業科という三つの学科間で職
業・学科横断的な学習を展開し、それぞ
れの学科の生徒の進路の幅を広げるこ
とができると考えています。さらに、規
模が大きくなることを生かして、学習面
だけでなく部活動や学校行事等の充実
にも努め、他地域に負けない学校の魅力
化を図ります。 

159 

令和７年統合とされているが、どのよう
な農業の教育をするか考えた上で、大洲
高校とのカリキュラムなどの調整が必
要である。その準備期間は実質的に短
く、中学生が進路を考える上で厳しく、
しっかりと構想を考えてから統合を検
討すべき。 

【一部修正】 
大洲高校と大洲農業高校との統合につ
いては、統合後も、現在の両校に設置さ
れている学科が変更なく継続され、大洲
農業高校の施設も引き続き使用される
ことから、令和７年度の統合としていま
した。 
しかしながら、同じく令和７年度の統合
としている宇和島東高校と津島分校、北
宇和高校と三間分校の統合が、本校と分
校間の、全く同じ学科の統合である一
方、大洲高校と大洲農業高校について
は、本校同士の、普通科・商業科と農業
科という異なる学科の統合であること
から、いただいたご意見を参考に、統合
効果を活かした職業・学科横断的学習の
在り方や関係団体等との連携した体制
づくりなどについて丁寧な検討を行う
ため、統合を１年間延期し、令和８年度
に統合することとします。 

160 

大洲高校と統合した後でも、農業の心を
教え育てるためにはどのような教育方
法があるのか等を考えるため、統合を１
年延期して令和８年度からにしてほし
い。 

161 
地域に根差した農業教育は必要である。
良い案もあるかもしれないので、もう少
し時間がほしい。 

162 

人口減少、生徒減少で仕方がないと思う
が、統合年度は見直すべき。あまりにも
急な計画で、統合後のカリキュラムなど
が具体的に示されていない。 

163 

大洲農業高校が行ってきた農業教育の
存続、再編時の履修コース新設等（林業、
農業土木、先端技術等）に関する検討を
してほしい。 

164 
再編される大洲高校について、農業や商
業マーケティングとの総合コース新設
や立地環境に関する検討をしてほしい。 

165 

郷土への誇りや愛着を育む心を養うこ
とについて、地域に伝わる歴史文化（日
本泳法、文化施設）や伝統芸能・芸術、
肱川を利活用した船頭やカヌーなどに
身近に触れ合い、継承や就業につながる
ように、県市町や関係団体等と連携した
部活動や課外授業等の体制づくりなど
を検討してほしい。 

⑦-2【大洲・喜多地区】大洲農業高校 

166 

普通科と一緒になれば、農業高校の意識
が薄れる。独立の農業高校で、農業後継
者を一人でも多く育てるのが、最善と考
える。 
 
 

【原案のとおり】 
当地域の基幹産業が農林業であるから
こそ、当地域での農業教育の灯を消さな
いために、大洲高校に統合し農業科とし
て現在の規模を維持し、この先も長く存
続させる計画としています。 
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167 
大洲農業高校の存続を希望する。若い人
たちが農業を学ぶことは、私たちの生命
を守ることにつながる。 

以前から普通科と農業科が併置されて
いる宇和高校や野村高校、北宇和高校、
南宇和高校などでも、専門性の高い農業
教育が実施されており、統合で教育が衰
退することは無いと確信しています。む
しろ、これからの社会の在り様や農業経
営の将来を考えれば、異なる学科が連携
した多様な学びや、分野をまたがる人的
ネットワークづくりなどで得られる成
果は、生徒たちの大きな財産になり、職
業教育の充実につながるものと考えて
います。 

168 

大洲農業高校は、大洲・喜多地区及び南
予地域の農業教育の中核校としての歴
史がある。大洲高校に統一されると、伝
統が立ち消え、農場が遠のき専門性の高
い教育ができなくなる。計画案を見直
し、大洲・喜多地域の新たな農業教育の
在り方を関係機関とともに検討する時
間を設けてほしい。 

169 

寮を併設し、広く全国から生徒を集める
ことはできないか。 

【その他】 
全県立高校の８割以上となる 42 校が定
員割れとなっている状況下において、多
くの学校が危機感を持って魅力化に取
り組み、生徒確保に努めていますが、公
平性や財政面の観点から、これら全ての
学校に、県が一律に寮の整備を行うこと
は難しいと考えています。 
現在、生徒募集のために寮や公営塾等が
新たに整備されているところは、全て地
元市町からの支援によるものです。 

170 

生産技術科（40名）・食品デザイン科（40
名）・ミカン科（40名）の３学科を設置
し、全国募集を行うとともに、専攻科を
設置する。 

【原案のとおり】 
現在の２学科でも定員割れの状況が続
いているほか、さらに、令和２年と令和
18 年の中学校卒業者数を比較すると
40％以上減少することが予想される中、
仮に全国募集を行ったとしても、全国的
にも志願者の減少が見られる農業関連
科を２学科から３学科に増やしたり、専
攻科を設置したりすることは、極めて困
難であると考えています。 
特に、ミカン科の設置については、大洲
地域の柑橘栽培状況をみると、そもそも
旧大洲市は、自然的条件（平均気温、最
低気温、海岸からの距離等）が柑橘栽培
に適していないことから、生産実績はほ
とんどありません。同様の理由から、大
洲農業高校には柑橘の圃場がなく、柑橘
に関連した教育実績もありません。ま
た、えひめ農林水産業振興プランによる
と、大洲喜多ブロック（大洲市、内子町）
は、野菜（きゅうり、はくさい等）や落
葉果樹（ぶどう、くり等）などの産地と
されています。農業教育においては、地
域に合った産物を活用すべきであると
考えており、ミカン科の設置は現実的で
はありません。 

⑦-3【大洲・喜多地区】大洲高校肱川分校 

171 
肱川分校の生徒の中には色々な問題を
抱えて入学し、勉学に励み、先生方の懇
切丁寧な教えにより立ち直り卒業して

【修正】 
定時制については、「10人未満が２年連
続で募集停止」という現行の再編整備基
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いる方もいる。生徒ファーストといいな
がら、少人数の生徒を切り捨ててよいの
か。 

準があります。昼間定時制である肱川分
校は、平成28年度に12人の入学生があっ
て以降、６年連続で１桁台の入学者数と
いう状況が続いており、存続は難しいの
が現状です。 
一方で、南予地域において、多様な背景
や就学目的を持つ生徒の受け皿として、
昼間定時制の存続を希望される声があ
ることは重く受け止めています。 
このため、昼間定時制として令和８年度
に松山市に新設予定の愛媛風早高校（仮
称）の成果や受験動向等を検証し、南予
地域にも昼間定時制のニーズが相当程
度あることが認められる場合は、将来的
には分校開設等の必要性も検討したい
と考えています。 
したがって、分校開設等の必要性を検討
する間は、肱川分校は特例的に存続さ
せ、募集停止は延期することとします。 

172 

自然豊かな静かな環境の下、自己を見つ
めながら学習し成長できる、生徒にとっ
て最適の環境であるため、現在地での存
続を要望する。 

173 

人とのコミュニケーションが苦手な子
どもにとってメリットがある肱川分校
を存続させるべき。 

174 

肱川分校をもう少しだけ存続させ、時代
のニーズに合う新たな教育が実現でき
ることを希望する。 

175 

肱川分校については全体の振興計画の
実施状況を見極め検討する猶予の時間
をとってほしい。 

176 

現在の立地する場所は通学の利便性に
問題がある。新たな場所を検討し、南予
地域の生徒を対象とした学校とすべき。 

177 

肱川分校の昼間定時制・少人数教育につ
いて、募集停止されるとそのような環境
を必要とする生徒への対応は厳しくな
る。近隣市町の生徒たちにも対応できる
よう、大洲市内の交通アクセスの良いと
ころに残せるよう検討してほしい。 

178 

昼間定時制高校を新設されることにつ
いて、通学可能地域として南予が除外さ
れている。南予に限らず、通学の難しい
地域の生徒にも昼間定時制への就学の
機会を確保出来るような工夫をお願い
したい。 

179 

肱川分校は愛媛風早高校（仮称）となり
廃校の予定だが、現在でも学ぶ子どもた
ちがいて、これからもそうした子どもた
ちが予想される中、具体的な学びの環境
の保持が示されていない。 

180 
南予地域の生徒を対象としての定時制、
通信制高校を検討してほしい。 

⑦-4【大洲・喜多地区】内子高校小田分校 

181 

内子高校本校が３クラスの維持が困難
になることが予想されるため、１市町に
１校という「魅力化推進校」の枠に、例
外規定を設けるべき。 

【原案のとおり】 
魅力化推進校は、島しょ部など交通困難
地域に立地している学校を中心に、 
・今よりも発展できるというビジョン
が明確に描けること 

・ビジョン実現に向けて必要と思われ
る支援や理解が、市町や地域から得ら
れること 

の二つの条件をクリアできる場合に、あ
くまで特例的に１市町１校に限り認定
するものであり、特例的措置に更なる例
外規定を設けることは考えていません。 
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182 

「地域みらい留学」によって入学生が増
える可能性がある学校については、存続
に希望が持てる道を残すべき。 

【原案のとおり】 
「地域みらい留学」など、市町等からの
支援の下、明確なビジョンを持って生徒
募集に取り組んでいる学校については、
１市町に１校に限り、魅力化推進校の制
度を適用できることとしています。 

⑧【八西・西予地区】八幡浜高校 

183 

新八幡浜高校の工業科と総合学科農業
系列について、生徒は普段からそれぞれ
の校舎で授業を受け、先生が移動したら
いいのではないか。 

【その他】 
今回の学校再編では、一定の学校規模を
確保することにより、子供たちが多くの
仲間と交流し、多様な価値観に触れ合う
ことができる環境の創出を目指してい
ることから、再編後の学校では、授業は
もちろん、日々の全校・学年集会や部活
動など、普段の教育活動はできる限り一
つの校地で行い、学校としての一体感の
醸成や生徒の社会性の育成、人的ネット
ワークの形成促進を図ることが望まし
いと考えています。 
そのため、生徒は実習時のみ八幡浜工業
高校、川之石高校の施設へ学校間バス等
で移動することとしていますが、時間割
を工夫することで、移動の回数や時間を
できるだけ少なくし、生徒に過度の負担
がかかることがないよう取り組んでま
いります。 

⑨-1【宇和島・南宇和地区】全般 

184 

宇和島東高校と津島分校、宇和島南中等
教育学校と宇和島水産高校を統合する
のは学力的に難しいので、吉田高校、津
島分校、宇和島水産高校の３校を１校に
統合してはどうか。統合校、宇和島東高
校、宇和島南中等教育学校、北宇和高校
だとそれぞれの学校で学力のバランス
がとれる。 

【原案のとおり】 
学力には、「知識・技能」だけでなく、「課
題を解決するために必要な思考力・判断
力・表現力」や、「主体的に学習に取り組
む態度」など、様々な要素があり、それ
ぞれの学校・学科では、教育内容や生徒
の進路ニーズ等に応じた学力観で指導
目標を定め、活動を行っています。 
県内には、生徒間で学習の習熟度や定着
度に違いがあっても、多様な個性・能力
と触れ合うことで、視野を広げ、学力面
でも成果を上げている学校が数多くあ
るほか、普通系学科と職業系学科が併設
されている全日制高校 17 校では、多様
な取組により学科間でよい刺激を与え
合いながら、長年にわたり一つの学校と
して成果を上げています。 
さらに、これからの社会の在り様を考え
れば、異なる学科が連携した多様な学び
や、分野をまたがる人的ネットワークづ
くりなどで得られる成果は、生徒たちの
学びや成長に有益で、必ずや大きな財産
になり得るものと考えています。 
また、統合に際しては、学校のこれまで
の関係性や、旧校地の実習施設を引き続

185 

学力の近い生徒を同じ高校に集めるべ
き。宇和島東高校と宇和島南中等教育学
校はそのまま残し、津島分校と宇和島水
産高校は吉田高校もしくは北宇和高校
と統合するのがよい。 
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き利用する場合の利便性等を重視して
計画しており、加えて通学環境の継続性
を考慮し、統合する学校間の距離は近い
方が好ましいと考えています。 

186 

令和 14 年度時点で宇和島東高校、宇和
島水産高校、吉田高校、北宇和高校、南
宇和高校が存続している計画を望む。 

【原案のとおり】 
後期計画が終了する令和 14 年度時点の
学校の在り方については、前期計画の実
施により県内の学校配置の形が変わり、
それに伴って中学生の受験動向も大き
く変化する可能性があることから、前期
計画の実施状況等を勘案しながら、前期
計画期間中の半ば過ぎから検討を開始
する予定です。 
なお、令和９年度までの前期計画につい
て、宇和島水産高校は宇和島南中等教育
学校と統合しますが、今後も水産高校
（水産科）の入学者数増に向け、魅力化
に努めてまいります。 

⑨-2【宇和島・南宇和地区】宇和島南中等教育学校 

187 
南予の子どもたちにだけ中等教育学校
への選択肢が閉ざされるのは不公平で
ある。 

【原案のとおり】 
宇和島南中等教育学校への進学という
選択肢を失わせることになり、県教委と
しても残念に思います。 
当初、規模を縮小してでも存続させる方
向で提案をしましたが、地域協議会にお
いて、管内４市町の首長・教育長等はじ
め協議会の総意として、市町立中学校の
維持・存続を図る必要があり、また中学
校段階までは、地域の子どもは地域の学
校で育てるべきであることから、前期課
程を募集停止としてほしいとの強い要望
がありました。さらに、地元宇和島市の
小中学校長会やＰＴＡ連合会において
も、募集停止の要望が強くありました。 
これら地域の声に加え、当圏域は、今後
15 年間で５割近い生徒数の減少が見込
まれていることも考慮すると、当地域に
県立中等教育学校を存続させるだけの
キャパシティーがなくなっていると判
断せざるを得ず、前期課程を募集停止と
し、宇和島南高校（仮称）を新設します。 

188 

入学希望者説明会に 100 人が参加する
学校の募集停止はおかしい。地元中学校
は、選んでもらえるよう、中等教育学校
と互いに競い合うべき。該当する小学生
や保護者の意見を大切にしてもらいた
い。前期課程の募集の継続を望む。 

189 

宇和島南中等教育学校の「前期課程の廃
止」について、県教委が当初提案された
ように、中等教育学校の規模を縮小して
存続させるべき。 

190 

県内３校の中等教育学校開校の趣旨、近
年の志願者の状況から見て、児童の選択
肢を残すことからも宇和島南中等教育
学校も存続させるべき。 

191 

小中学生とその保護者、宇和島南中等教
育学校や水産高校の先生の意見をなぜ
聞かないのか。 

【その他】 
振興計画の策定に当たっては、昨年度、
宇和島南中等教育学校や宇和島水産高
校を含む、全ての県立高校・中等教育学
校の教員を対象にアンケートを実施し、
また、中学生については、全ての公立中
学校及びそこに在籍する１・２年生とそ
の保護者を対象にアンケートを実施し
て、意見やニーズをお聞きしました。教
員のアンケートで一部の回答者（14人）
から、「専門高校は地元の活性化（労働人
口の確保）に必要なので、統合・廃止は
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避けてほしい」や「他にない特色のある
学校は残すべき」といったご意見をいた
だいていましたが、統合により、学校と
して適正な規模を維持しつつ学科の特
色が守られ、地元産業に貢献できる学び
や人材育成を継続していけると考えら
れる場合は、専門高校の統合も計画に含
めています。 
宇和島南中等教育学校に関係する小学
生とその保護者については、例年の志願
状況等から地域のニーズがあることは
承知しており、また、地域協議会におけ
る協議の中でも、宇和島南中等教育学校
にニーズがあることについては認識さ
れていました。その上で管内４市町の首
長・教育長等はじめ協議会の総意として
募集停止の要望がなされたことから、改め
てのアンケート等は実施しませんでした。 

192 

何も知らずに宇和島南中等教育学校に
入学した今の１年生が当初の予定通り、
６学年が同じ学校で関わる環境を与え
ることはできないのか。今の１年生が卒
業する年（令和10年度）から募集を止め
る形にすれば、子ども達の心の準備もで
きる。 

【原案のとおり】 
今後の生徒数の減少を考え、宇和島地域
全体でよりよい教育環境を整えるため
に、令和６年度の募集停止としていま
す。現在の１年生が３年生となる令和６
年度に新１年生が入ってこなくなるこ
とを、在校生の皆さんに今の段階でお知
らせすることになってしまったことに
ついては、申し訳なく思っていますが、
下級生がいなくなることを補うため、部
活動を含め、他の中学校との連携を検討
し、卒業まで責任を持ってサポートして
いきます。 

193 

不登校にならなくても、その学年の子ど
もたちと合わずに嫌々学校に通ってい
る子の中には、宇和島南中等教育学校で
違う校区の同級生と過ごすために頑張
っている子もいる。そういった子ども達
への配慮はどのように考えているのか。 

【原案のとおり】 
配慮が必要な児童・生徒への対応につい
ては、各学校が、県教育委員会と市町教
育委員会とも連携しながら全力で取り
組んでまいります。 

194 

学校を統合して人数を増やしているの
に、「密になる」という理由で統合後の学
校行事に支障をきたさないこと、コロナ
以前のように県内の行事をすべて行う
という約束はできるのか。統廃合時、コ
ロナが収束していると考えているのか。 

【その他】 
今後の新型コロナウイルス感染症の動
向は予測できませんが、学校行事等につ
いては、国や県から示される感染対策を
実施した上で、可能な限り実施していき
ます。 

195 

宇和島南中等教育学校を中高一貫校にし
たことによる成果（主に進学実績）は失わ
れるのではないかと危惧している。宇和島
水産高校とは、あまりに特色が異なるので
統合によるシナジー効果はなく、むしろマ
イナスになるのではないか。 

【原案のとおり】 
宇和島南高校（仮称）の総合学科につい
ては、進学型総合学科を想定しており、
宇和島南中等教育学校が培ってきた進
路指導のノウハウを継承することとし
ています。また、宇和島水産高校との統
合により設置する水産科では、総合学科
との学科横断的な学びを実践でき、ま
た、総合学科としては地域の基幹産業で
ある水産業をテーマとした課題研究や

196 

水産学科の存続のために宇和島南中等
教育学校と宇和島水産高校を統合させ
ているように感じる。 
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フィールドワーク等も実践できることで、
特色が異なるが故のシナジー効果が生じ
ることが期待され、生徒に多彩な教育を展
開できるものと考えています。 

⑨-3【宇和島・南宇和地区】宇和島水産高校 

197 

地域水産業の持続的な発展を達成する
ためには、県下唯一の水産系職業高校で
ある「宇和島水産高校」を単独で存続さ
せ、水産人材輩出の本拠地とすることが
必要である。 

【原案のとおり】 
宇和島水産高校の過去５年間の平均倍
率は 0.49 倍と志願者数の減少は著し
く、単独での存続は困難です。 
宇和島南高校（仮称）と統合することで、
県下唯一の水産科を存続させるだけで
なく、学科横断的な学びにより水産業の
魅力を総合学科の生徒にも伝え、将来水
産の道を志す人材を拡大させることが
できると考えています。 
統合後も、実習等では現在の宇和島水産高
校の校舎や実習施設を活用し、同等のカリ
キュラムを実施することで、引き続き、水
産人材の育成に取り組んでいきます。 

198 

宇和島水産高校については、魅力化推進
校として存続させるべき。 

【原案のとおり】 
魅力化推進校は、交通困難地域に立地す
る学校を中心に、地域と将来ビジョンを
共有し、地域から存続のために必要と思
われる支援が得られる学校を特例的に
認定するものであり、現状の宇和島水産
高校は該当しません。 

199 

水産食品科と水産増殖科の合併につい
て、独自の学科として維持することを望
む。教育課程・方法が異なり、愛媛の産
業として、じゃこてん・かまぼこの教育
機関として維持し、生産高日本一の養殖
業を支える水産増殖科も独自の学科と
して残すべき。 

【原案のとおり】 
宇和島水産高校の近年の志願者の減少
は著しく、今後も中学校卒業者数がさら
に減少していくことを考えると、水産食
品科と水産増殖科の統合については避
けては通れないものと考えています。統
合後もコースとしてそれぞれの学科の
内容を継承していきます。 

200 

水産高校の教育においては多くの仲間
達と切磋琢磨することよりも、水産業の
性格上、協働の精神を必要とし、必ずし
も大規模化のメリットがあるとは思わ
れない。 

【原案のとおり】 
宇和島地域の基幹産業である水産業の
灯を消さないために、宇和島南高校（仮
称）と統合し、水産科としてこの先も長
く存続させるとともに、総合学科にも水
産科の学びを広げ、水産人材の育成につ
なげる計画としています。統合後もコー
スにおける学びの中で、協働の精神は学
習できると考えています。 

⑨-4【宇和島・南宇和地区】北宇和高校 

201 

北宇和高校は令和８年度受験者数が 40
人を超えていても、令和９年度からは、
普通科１学級になるのか。令和９年度の
定員は、いつの段階で検討されるのか。 

【その他】 
振興計画における入学定員数について
は、過去の実績に基づく入学生数の予測
や現時点の志願状況をもとに設定して
います。今後の入学定員については、振
興計画を原則としますが、高校再編・魅
力化に伴う中学生の進路状況の変化や、
地域の状況などを踏まえ、毎年検討する
こととしています。  
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これらの他に、次のような意見もありました。今後の参考にさせていただきます。 

①【計画全般】 

202 
統合は致し方ないが、経済的な理由から遠くの進学校へ通えない子どもたちに、生
徒の少ない地域でも進学校的なものも残す必要がある。 

203 
存続を願うのなら、署名活動だけでなく、入学希望者を増やすために、寮を設立す
るためのファンドを創るなど、具体的な活動をすべき。 

204 
安易な署名活動は撤回すべき。私たちに過去は必要ではなく、大切なのは、今日か
ら先をいかにやるかである。 

205 
学校存続の活動をしている方々の報道を目にすると、存続させることが目的にな
っているコメントが多く、その印象からか、仮に存続が決定したとしても、その後
は学校現場や県に高校のことを任せてしまうのではないかと危惧している。 

206 

マスコミによる報道によって、多くの県民の印象として「愛媛県ＶＳ高校存続派」
になっている。このような状態は、全てのステークホルダーにとって不利益であ
り、最大の不利益は、この議論にも入りにくい状態になっているこれから高校生に
なる子どもたちではないだろうか。 

207 振興計画は大きな意味で町づくりであり、何十年先の事も考えないといけない。 

208 少子化対策として、子育て世帯の資金補助、高校学費無料化、ほぼ義務教育化すべき。 

209 子育てに本当に優しい愛媛県を実現していく本気の政策が必要である。 

210 
生徒数減少というが、なぜ少子化対策を県教育委員会として提案、施策を求めなかっ
たのか。地域の子どもたちが安心して学べる環境をつくる努力をどのようにしたのか。 

211 
子供達が学校を選ぶのに距離は関係ない。学びたいところに通いやすい環境を作
るというのが「生徒ファースト」ではないか。 

212 
多彩な学びの提供について、数の原理に流され、少人数が選択している課程はすぐ
に募集停止になるのではないか。 

213 
反対ならよりよい意見を出すべきだというのは行政としてふさわしくない。計画
決定に向けて協議するのが正しい行政の進め方である。 

214 
全学校で定員を減らす、地域と連携してスクールバスを準備するなど、統合よりも先にや
ってみるべきことがある。一旦統合をストップして、市町が協力できることをやるべき。 

215 
全てのステークホルダーが県立高校の意義（目的）について、開かれた対話によっ
て問い直すべき。 

216 
発展性が乏しいという理由だけで学校を無くすことは、検討委員会で協議し危惧
されている「住む人がいなくなること」につながる。 

217 
環境の充実にコストがかかるのは言うまでもない。県がコストをかけないで、高校
や地域にのみそれを求める態度に反対する。 

218 
応募が多数の高校がそのままを維持できる構造を変化させない限り、地域の高校
が生き残ることはできないのは明白である。 

219 
学校を取り巻く課題として「自ら考える姿勢」「自ら切り拓いていける力」を備え
た人材の育成を挙げているが、この課題をどこでどのように解決しようとしてい
るのか明確にしてほしい。 

220 
キャンパス制の導入において「メリットを上回るデメリット」の比較判断は恣意的
に可能である。 

221 
「魅力化推進校」に認定するといった抽象的な対策で地域への配慮を実施するこ
とに疑問を感じる。 

222 今治・越智地区は普通科２学級、新居浜市は普通科１学級、それぞれ削減すべき。 

223 魅力化推進校は県の指定校とし、成果が上がれば認定を更新する基準に改めるべき。 

224 魅力化推進校と３学級以上の学校との募集停止の基準が不公平である。 

225 
新学科、特に音楽や美術系の学科をつくり、統廃合に名前が挙がっている学校を活
用できないか。 

226 
四国で唯一、大学の建築系学科のない本県にとって、高校の建築系学科の存在は極
めて貴重。再編により工業科の定員減が見込まれる中、まずは建築系学科（コー
ス）の維持を要望する。 
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227 産業系に福祉関係の課程・コースを設置すべき。 

228 工業科内における、建築科、電気科、機械科が連携した建築設備教育の拡充を願う。 

229 ジビエ産業学科の創設を提案する。 

230 教員養成コースは教員・公務員養成コースとすべき。 

231 
社会共創コースは概念が広すぎで、何を中心に学ぶか分かりにくい。定員割れが生じ
ている高校の普通科でこれを開設すれば、さらに定員割れが続く可能性が大である。 

232 
理数情報科はデータサイエンス科、またはＡＩ・データサイエンス科とした方がよ
い。若者にはイメージしにくい。 

233 
定時制・通信制併設校は、松山市立東中学校を近隣の松山市立勝山中学校などに統
合し、跡地に設置すべき。 

234 
通学時間について、通学に１時間以上かかるのは生徒の負担が大きい。公共交通機
関で通学しやすい場所（例：駅近辺）に統廃合するなどの調整が必要である。 

235 統廃合に伴い、遠方の高校に通う場合の公共交通の確保は県の責任である。 

236 
鉄道やバスなど公共交通機関の便数は通う生徒にとって重要な問題であるため、
維持する支援が必要である。 

237 
交通手段について、公共交通機関の利用に課題がある生徒に対して、原付での通学基
準を緩和したり、各校に原付の駐車場を整備したりするなどの調整が必要である。 

238 
愛媛県産業教育審議会に諮問し、建議を受ける手段をなぜ取らなかったのか。職業
学科の方向性を専門家から意見聴取し、その結果を十分反映した案にすべき。 

239 
少子化により教師や設置者にもたらされる時間的精神的財政的なゆとりを、教育
活動と教育環境の整備に注ぐべき。 

240 
高校を卒業してすぐ働ける職業訓練及び資格を取ることができる高校を増やすこ
とが大切である。 

241 
グローバル化について、英語圏だけでなく、世界の実情に目を向け、留学生や長期
ホームステイを支援して県内高校生との交流を増やすべき。 

242 生徒たちにとってのグローバルを身近に感じるための教育項目の選定を実施してほしい。 

243 
リカレント教育の一翼を高等学校が担うことはできないか。全日制高校において
も、幅広い年齢層が学べるカリキュラムを創造してはどうか。 

244 
産業系の高校教育のレベルでは、今日の現場では対応できない。高専、大学等の連
携を図り、社会で活躍できる十分な人間関係を築いた人材を輩出してほしい。１年
間の専攻科の設置もよい。 

245 リモート授業や、海外の学校とのリモート交流などを取り入れてほしい。 

246 
教員不足といわれる中、必要な専門学科の先生の人数と、生徒と関係を築きながら
生徒の個性を伸ばせる教員の基準を教えてほしい。 

247 
コミュニティ・スクールという新しい流れが安定していない学校が未だ多い中、進
める必要があるのか。 

248 
反対の声が上がっている地域で、関係者、団体による意見交換及び地域が求める学
校の将来像作成の機会を与えてほしい。 

249 
今回、パブリック・コメントを求める内容の配布物が学校で配布されたが、それならば、ま
ずは、「愛媛県県立学校振興計画（案）」を配布してもらわなければ、フェアとは言えない。 

③【新居浜地区】 

250 新居浜市の各校の魅力を各々に出してほしい。 

④【西条地区】 

251 
西条農業高校を廃止する検討はなかったのか。仮に西条高校と西条農業高校を統
合した場合、校名を新居郡の新居高校としたら、市民は納得するだろうか。 

252 
西条農業高校は生徒数が少なく、早晩に80名をきってしまうのではないか。そうなっ
た際、愛媛県でも就農者が多い地域に農業高校がなくなってしまうのではないか。 

253 
丹原町では中国資本の企業による農地の買収が進んでおり、ウイグルでの現状や
台湾、尖閣でのことを学ぶほど、この農地買収に恐怖を感じている。愛媛県もウイ
グルで起きているみたいな事が起きるのではないか。 

254 
丹原高校の存続は国民の安全保障の問題である。前期ではなく、後期まで待ってほ
しい。西条の子どもたちが悲しむようなことをしないでほしい。 
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255 
国防は教育と同義である。丹原高校がなくなったら二度と再開できないし、丹原の
土地も一度売られたら二度と戻ってこない。この地域が過疎化し、将来この西条地
域や県民が困るような状況になったとき、県は対応するのか。 

256 ＪＲ四国の５年後、10 年後の経営状況を考慮して計画を実施してほしい。 

257 
新しい小松高校として、教員・公務員コース、総合スポーツコース、データサイエ
ンス科、ライフデザイン科を１学級ずつ設置する。ライフデザイン科にはフードク
リエイターコースとヒューマンサービスコースを設置する。 

258 
普通科の中に、選択科目として農業に特化した農業実習なども取り入れいく、地域
共存をテーマとした新しいタイプの普通科の設置を検討できないか。 

⑥【松山・伊予・上浮穴地区】 

259 北条高校を特別支援学校にも活用してはどうか。 

260 
将来、愛媛風早高校（仮称）を松山西中等教育学校や今治東中等教育学校のように
中高一貫としてもらいたい。不登校の小・中学生向けに、オンラインでのプログラ
ムや、年数回のスクーリングのようなイベントができないか。 

261 
現行案はあまりにも視野狭窄で、この案を実行すればいずれこの先併合後の生徒
数も暫時減少し、再度他校との統合を模索することに陥るのは容易に想定できる。 

262 
本校・分校・定時制が一体となって活動するための多大な寄付のもと、オール南の
活動が芽生えている芽を踏みにじってしまう。なるべく無駄なお金をかけないで、
その態勢を見直すべき。 

263 
技能から芸術へと教育内容を高める、あるいは窯業産業関連工業技術者育成へ教
育内容を拡大すべき。 

264 
近い将来予想される、南海トラフの巨大地震が起こった際には避難所が必要であ
り、防災の面でも、砥部分校の施設は重要である。 

265 技能から芸術へ教育内容を高める。服飾コースを増設し陶芸とのコラボレーションを行う。 

266 松山市内の大学に芸術デザインコースを新設すべき。 

267 
普通科高校は志願者減による統合、再編成も仕方ないが、職業科高校は実習も多く
あり、少人数の独立校があってもよい。経費負担は大きくなるかもしれないが、教
育にもっとお金をかけるべき。 

268 
生徒ファースト、地域内で夢を実現するために、地域に愛される学校とするために
との内容について、このことが大幅再編をする計画の柱の一つとなっているので
あれば、今のままで十分叶えられているのではないか。 

269 
伊予高校は書道や音楽などの芸術活動は 20 年以上前から盛んである。伊予高校に
特色を付けることで、特に伊予市伊予郡の子どもたちの進学先として魅力的な学
校であってほしい。 

⑦【大洲・喜多地区】 

270 
大洲高校肱川分校再編後の昼間定時制・少人数教育の維持、就学支援制度の創設に
関する検討をすべき。 

271 
魅力化推進校となる長浜高校について、世界的な賞を受賞した水族館部への高度
専門人材の配置やマリンアクアリウム産業等への就業に関する検討をすべき。 

272 大洲農業高校について、県の農業政策課と連携できないか。 

⑨【宇和島・南宇和地区】 

273 
グローバル化や情報化については、水産業についても近代化・高度化を受けて水産
高校もそれに対応する教育に必然的に対応しなければならない。 

274 
宇和島水産高校を四国唯一の水産高校となる魅力ある学校として構築し、全国募
集を行う。水産高校は、全県下各地から進学して寮生活をしている実績がある。 

275 
全国水産県の中で、水産大学・学部がないのは愛媛県のみ。愛媛大学の農学部水産
コースは、増殖系だけで漁業も機関も製造もない。水産教育については水産高校で
しっかり対応してほしい。 

276 
愛南の高校は学科改編がない。将来を様々な角度から検討できるよう水産系の学
科を加えてほしい。  


